











































(2)北東アジア分業と北太平洋分業のリンケージによる日本海 ･東海BRICs分業 --･--- 31


























































































































































そもそも地方経済圏としての ｢環日本海経済圏｣を基盤にしており (注6)､他方 ｢環日本海経済圏｣











































最後は､束 ･北東アジア経済圏を ｢自然経済圏｣たらしめているビジネスネットワーク (注12)と地
域経済との関連性に係わる｡ビジネスネットワークの中でも､生産 ･販売 ･物流ネットワークと産業集


























ネットワーク｣に依拠した ｢BRICs分業｣-は､日本の新しい ｢国土利用計画｣の一環である ｢広域
地方計画｣の基盤をなしかつ東 ･北東アジア経済圏と連携した ｢広域地方経済圏｣形成に対しても決定
的に重要な意味を持っているものと想定される｡､っまり､日本海沿岸地域新国際分業論は､｢経済社会





















































































































問題については､一部 (第m草 [注4]<p.56-58>参照)を除いて､次年度 (平成19年度)
研究に譲ることにしよう｡







































順位 地域 国 生産額 -′一一丁､l､ノ'I -.-′●一▼■､ヽ一_一., .I--::. ;吐粗 壁里
1 23区 日本 972
2 皇田市 日本 571
3 大阪市 日本 546
4 川崎市 日本 443
5 横浜市 日本 436
6 名古屋市 日本 406 一
7 上海 中国 341
8 ソウル 韓国 263
9 倉敷市 日本 234
-10 神戸市 日本 227
ll 京都市 日本 221義 琵
12 仁川 韓国 207
13 市原市 日本 200
14 広島市 日本 196
15 釜山 韓国 192
16 堺市 日本 188
17 北九州市 日本 173
18 藤沢市 日本 159
19 北京 中国 154




順位 地域 国 生産孤 -ヽ.→一●ヽ
1 23区 日本 905
2 豊田市 日本 696
3 上海 中国 684
4 ウルサン 韓国 493
5 大阪桁 日本 481
6 横浜市 日本 436
7 名古屋市 日本 397
8 川崎市 日本 382
9 蘇州 中国 363
10 広州 中国 336
ll 天排 中国 332
12 無錫 中国 301
13 寧波 中国 284
14 倉敷市 日本 266
15 探柳l 中国 259 Ll′●6 北京
17 ソウル 韓国 247
18 坑州 中国 245
19 市原市 日本 241











































(往) 1 各年の世界上位60位に入る架アジア諸国 ･
地域の取扱損を束アジア諸国 ･地域の取扱
皿とした｡











図表Ⅰ-2 世界の港湾のコンテナ取扱量ランキング 平成16年 (2004年)
順位 03年順位 港湾名 I(国名) 04年取扱量(1,000TEU) 03年取扱量(1,000TEU) 前年比
1 1 香港 中国 21,932 20,449 7.3%
2 2-シンガポール シンガポール 20,600 18,100 13.8%
3 3 上海 中国 14,557 8,610 69.1%
4 4 深別 中国 ･13,650 10,615 28.6%
5 5 釜山 韓国 ll,430 10,408 9.8%
6 6 高雄 台湾 9,710 8,840. 9.8%
7 8 ロッテルダム - オランダ 8,300 7,107 16.8%
8 7 ロサンゼルス アメリカ 7,321 7,179 2.0%
9 9 ハンブルグ ドイツ 7,003 6,138 14.1%
10 ll ドッバイ UAE 6,429 5,152 24.8%
ll 10 アントワープ ベルギー 6,064 5,445 ll.4%
12 13 ロングビーチ アメリカ 5,780 4,658~ 24.1%
13 12 ポー トケラン マレーシア 5,244 4,840 8.3%
14 14 青島 中国 5,140 4,239 21.3%
15 15 ニューヨーク/ニュー ジ ャー ジー アメリカ 4,400 4,068 8.2%
16 16 タンジュンペレパ ス マレーシア 4,020 3,473 15.8%
17 22 寧波 中国 4,006 2,772 44.5%
18 21 天津 中国 3,814 3,015 26.5%

















































































































































+ 負滋'千紹%+? 鷲.託 .-260"-.-.-"--""
粁dr 1<J/',ケoL.y/隻Ix∫-.菜:-≡-/;,=_fy-;∫
py<







































































































































つである ｢北陸･新潟経済圏｣は､一方では富山･石川 ･福井 ･新潟四県におけるそれぞれの地域経済









































図表 Ⅱ-2 ブロック別の東アジア諸国 ･地域への渡航者の割合 (2000年)
(単位 :人)
ブロック 総数 東アジア諸国 .地域
北海道 401,793 149,594 37.2%
東北 603,506 287,244 47.6%
関東 8,069,981 3,365,461 41.7%
北陸 385,012 190,147 49.4%
中部 2,008,263 927,862 46.2%
近畿 3,421,235 1,673,390 48.9%
中国 690,315 381,133 55.2%
四国 321,133 161,512 50.3%
九州 1,256,728 757,303 60.3%
沖縄 93,720 52,493 56.0%
地方部 3,752,207 1,979,426 52.8%
全国 17,251,686 7,946,139 46.1%
(資料)法務省 ｢出入国管理統計｣より作成
(出所)国土交通省 『国土交通自書』(2005)p.59より｡

































図表Ⅱ-4 訪日外国人旅行者に占める東アジア5ヶ国 ･地域の割合 (2002年度)
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の育成である (吉川 ･洋 ｢日本を磨く-人間力で不断の価値創造｣ [日本経済新聞 2006年8
月22日]参照)｡(なお､新潟県 ･長岡地域では､知的人材の育成を ｢イノベーションカ｣強化













































ついては､姥名保彦 ｢ も`のづくり拠点"と人材育成システム｣<新潟経営大学 ･学内共同研





















は､これ迄は価格 ･生産性 ･技術など専ら経済的 ･技術的な基盤に求められてきたのであるが､
新しいニーズの下では､新たに品質 ･安全性 ･感性 ･文化性 ･社会性さらには環境問題などの



























ノウハウを蓄積した ｢高性能 ･高品質の製品 ･部品｣に特化しているとされるが､(朝日新聞
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｢人手不足｣を意味している訳ではない｡問われているのは ｢人材不足｣である｡ とくに ｢優
秀な人材｣一企業で云えば､先見性､構想力 ･企画力､技術評価力､業務管理能力､統率力､
責任感など企業の将来を託せられるような能力と資質を備えた人材-の確保が最も重要な課題
なのである｡ (なお詳論は､拙稿 ｢学部 ･学科改革に関する研究一束アジア地域統合下の 『グ








































の24%を占めている｡GDPは同じく5兆6,969億 ドル (2002年)でアジア (世銀区分 ;24カ国)の80.3
%､世界の18%を占めている｡貿易額でも同じく2兆776億 ドル (2003年)でアジア (束アジア ;アジ
アNIES+ASEAN+中国+日本)の48.0%､世界の13.6%を占めている｡最後に外貨準備も同じく1兆


















































2 ｢日本海 ･東海物流ネットワーク｣と ｢北太平洋物流ネットワーク｣とのリンケージ























































91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 年度
(資料)新潟県港湾空港局空港課資料 ･富山県土木部空港対策室資料 ･石川県企画開発部空港企画課資
(出所)国土交通省 ･北陸地方整備局 『北陸港湾 ･空港ビジョン』p.3より｡
図表ⅢI3 北陸地方で生産 ･消費される貨物の輸出入利用港湾
(資料)2003年度全国輸出入コンテナ貨物流動調査
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〔図-24 北陸地方 ･基幹航路を中心とした国際物流ネットワークの将来像 〕






















































図表 Ⅲ- 7 新潟からの定期航空路 ･定期コンテナ航路
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地域 年平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年
総 額 226,509 226,902 289,990 309,384 359,067
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
ア ジ ア 127,807 126,237 173,357 202,984 246,939
56.4 55.6 59.8 65.6 68.8
中 東 3,459 3,066 5,991 4,949 4,493
1.5 1.4 2.1 1.6 1.3
西 ヨ ー ロ ッ パ 36,215 35,446 34,916 34,591 34,337
16.0 15.6 12.0 ll.2 9.6
北 米 46,848 53,597 66,151 56,444 64,234
20.7 23.6 22.8 18.2 17.9
中 南 米 1,880 2,396 2,555 3,706 3,833
0.8 1.1 0.9 1.2 1.1
ア フ リ カ 2,050 1,150 1,970 1,881 638
0.9 0.5 0.7 0.6 0.2
大 洋 州 2,038 2,995 3,163 2,693 1,931
0.9 1.3 1.1 0.9 0.5
CⅠS.中欧 .東欧 406 193 746 1,291 1,657
0.2 0.1 0.3 0.4 0.5
不 明 5,806 1,822 1,141 845 1,006
(2)地域別輸出額 対前年比
(単位 :%)
地域 年平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年
ア ジ ア 110.8 98.8 137.3 117.1 121.7
中 東 87.0 88.6 195.4 82.6 90.8
西 ヨ ー ロ ッ パ 85.7 97.9 98.5 99.1 99.3
北 米 84.4 114.4 123.4 85.3 113.8
中 南 米 p 118.5 127.4 106.6 145.0 103.4
ア フ リ カ 264.2 56.1 171.3 95.5 33.9
大 洋 州 95.1 147.0 105.6 85.1 71.7
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港 湾 ･空 港 別 輸 出 一 覧 (単位 :百万円)
商品港湾空港 食料品 原燃料 織絶品 非金属鉱物製品 その他の製 品 化学品 金属品 機械機器 合計 構成比(%)
合 計 1,478 524 2,728 1,683 9,303101,827 56,913184,612359,067 100.0
港湾 港 湾 計 1,189 523 2,665 1,683 8,928 87,787 50,807 83,378236,959 66.0
新 潟 23 321 22 30 500 14,281 6,793 ll,584 33,554 9.3
直 江 津 0 43 0123 07,408 1,398 3,187 12,159 3.4
東 京 173 0100 0 1,428 5,792 4,749 26,397 38,638 10.8
横 浜 270 0 0 395 6,745 58,420 24,020 34,183124,032 34.5
鹿 島 0 0 0 0 0 8 5,886 05,895 1.6
千 葉 0 0 0 0 0 53 7 0 60 0.0
川 崎 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0
伏木富 山 0 0 0 0 0288 0 10 298 0.1
敦 賀 0 0 0 0 0 0 02,312 2,312 0.6
清 水 0 0 0 0 0 2 0 6 8 0.0
名 古 屋 239 0 0 0 3 66 1,207 676 2,190 0.6
舞 鶴 0 0 0 0 0 0 9 2,312 ●2.321 0.6
大 阪 31 37 0 0 43 14 248 2,399 2,773 0.8
神 戸 439 02,542 0208 730 1.823 242 5,984 1.7
広 島 0 0 0 0 0 18 0 0 18 0.0
下 関 0 0 0 0 0 0 0 4 4 0.0
北 ■九 州 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0
博 多 0 0 0 0 0 0 0 51 51 0.0
大 分 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0
その他.不明 15 121 01,135 0707 4.665 17 6,661 1.9
ウヒエ港 空 港 計 59 1 63 0375 12,976 1,312 88,421103,206 28.7
新 潟 2 1 20 0 0 5 47 160 234 0.1
成 田 57 0 43 0375 12,970 1,247 85,375100,067 27.9
関西 国際 0 0 0 0 0 15 316 332 0.1
大 阪 0 0 0 0 0 1 0 3 4 0.0
その他.不明 0 0 0 0 0 0 2 2,566 2,568 0.7
港湾.空港不明 231 0 0 0 01,064 4,795 12,813 18,903 5.3
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(参考)
我 が 国 の 輸 出 状 況
地域 区分 輸出額 (百万円) 構成比 (%) 対前年比 (%)平成15年 平成16年 平成15年 平成16年 平成16年
総 計 54,548,350 61,169,979 100.0 100.0 112.1
ア ジ ア 25,318,319 29,636,794 46.4 48.4 117.1
中 東 -1,650,544 1,771,997 3.0 2.9 107.4
西 ヨ ー ロ ッ パ 8,767,668 9,582,495 16.1 15.7 109.3
北_ 米 14,266,826 14,556,805 26.2 23.8 102.0
中 南 1 米 1,929,589 2,345,189 3.5 3.8 121.5
ア フ _リ カ 644,961 827,808 1.2 1.4 128.4
大 洋 州 1,415,993 1,603,223 2.6 2.6 113.2
鞄.域 区分 輸出額 (百万円) 構成比 (%) 対前年比 (%)･平成15年 平成16年 平成15年 平成16年 平成16年
総 計 54,548,350 61,169,979 100.0 100.0 112.1
原 燃 料 555,384 756,534 1.0 1.2 136.2
繊 維 品 900,239 931,552 1.7 1.5 103.5
非 金 属 鉱 物 製 品_ 591,987 677,966 1.1 1.1 114.5
そ の 他 の 製 品 2,662,492 .2,855,278 4.9 4.7 107.2
咋 学 品 4,525,005 5,221,194 8.3 8.5 115.4
金 属 品 3,388,475 4,060,545 6.2 6.6 119.8
J機 :-械 琴 器 39,296,844 43,697,968 72.0 71.4 111.2






地域 年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年
疲 額 238,220 257,121 327,124 342,268 345,200
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
ア ジ ア 173,847 .159,569 176,600 217,007 219,917
73.0 62.1 54.0 63.4 63.7
中 東 1,824 29,588 29,083 32,144 32,8610.8 ll.5 8.9 9.4 9.5
西 ヨ ー ロ ッ パ 6,670 6,906 7,697 10,422 9,296
2.8 2.7 2.4 3.0 2.7
北 .米 38,345 38,728 49,037 46,465 46,194
16.1 15.1 15.0 13.6 13.4
中 南 米 6,378 7,566 19,786 10,669 ll,9402.7 2.9 6.0 3.1 3.5
ア フ リ カ 2,140 2,119 5,129 5,568 5,713
0.9 0.8 1.6 1.6 1.7
大 洋 州 4,503 6,924 31,440 9,850 7,018
1.9 2.7 9.6 2.9 2.0
CⅠS.中欧 .束欧 4,263 5,571 8,096 9,871 12,110I:8 2.2 2.5 2.9 3.5
不 明 250 150 256 272 .151
(6)地域別輸入額 対前年比
(単位 :%)
地 域 年平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年
ア ジ ア 140.7 91.8 110.7 122.9 101.3
中 東 35.6 1,622.1 98.3 110.5 102.2
西 ヨ ー ロ ッ パ 95.3 103.5 111.5 135.4 89.2
北 米 88.3 101.0 126.6 94.8 99.4
中 南 米 141.2 118.6 261.5 53.9 111.9
ア .フ リ カ 108.4 99.0 242.0 108.6 102.6
大 洋 州 77.2 153.8 454.1 31.3 71.3
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(7)港湾 ･空港別輸入状況
港 湾 ･空 港 別 輸 入 一 覧 (単位 :百万円)
商品食料品 織維 金属 その他原料品 鉱物性 化学品 機械 繊維 金属品 その他 合計 構成比港湾空港 原料 原料 燃 料 器 製品 の製品 (%)
合 計 28,517 1,166 6,88526,130143,34914,14045,635 7,86517,48254,030345,200 100.0
港湾 港 湾 計 26,014 1,166 6,57123,254143,349ll,73027,114 7,00312,11551,328309,642 89.7
新 潟 13,744 1,142 28614,851137,573 8,643 8,292 4,168 8,59046,394243,681 70.6
直 江 津 0ll 5,703 4,411 588 2,420 4,227 0838 2418,222 5.3
東 京 4,377 00527 043 5,910 229 1,835 1,75514,677 4.3
小 樽 pO0000038 00 6 44 0.0
八 戸 4 0000000017 21 0.0
酒 田 660 0 0 0015 .0000675 0.2
鹿 島 101 0 0000000 1 102 0.0
川 崎 174 00000000650 824 0.2
伏 木 富 山 000000 6 012 2 20 0.0
敦 賀 0000003,348 0 3 6 3,356 1.0
清 水 0001,542 00186 022 7 1,757 0.5
名 古 屋 76 0125 78 1010 360 147 ll 1-38 946 0.3
大 阪 71 0 5 5 015 1,600 834 3 324 2,859 0.8
神 ′戸 96 -00739 0 6 543 234 15 19 1,653 0.5
水 島 00000000051 31 0.0
広 島 000000000ll ll 0.0
北 九 州 0000000000 0 0.0
博 多 142 000000024 0166 0.0
蕊 _布 志 _6 00000000 1 7 0.0
その他.不明 179 0139 580 5,019 13 90 0 31 779 6,831 2.0
空港 空 港 計 0 1 0150 0 2,40916,706 859 4,449 2,53327,107 7.9
新 潟 000 1 0444 110 79 55 32 721 0.2
成 田 0 1 0145 01,96616,564 780 1,303 2,50123,258 6.7
関西 国 際 0. 1 00 0 1 00
大 阪 0000000000 0 0.0
その他.不明_ 000 4 0032 03,091 03,127 0.9
湾.空港不明 2,503 0 314 2,726 001,816 4 919 170 8,450 2.4
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(参考)
我 が 国 の 輸 入 状 況
地域 区分 輸入額 (百万円) ㌔ 構成比 (%) 対前年比 (%)平成15年 平成16年 平成15年 平成16年 ･平成16年
総 計 44,362,023 49,216,636 100.0 100.0 110.9
中 東 5,952,563 6,810,761 13.4+ 13.8 114.4
西 ヨ ー ロ ッ パ 6,297,572 6,800,687 14.2 13.8 108.0
北 米 7,704,232 7,680,093 17.4 15.6 99.7
中 南 米 1,210,041 1,488,396 2.7 3.0 123.0
ア フ リ カ 749,293 940,851 1.7 1.9 125.6
大 洋 州 2,068,139 2,457,105 4.7 5.0 118.8
CⅠS.中欧 .東欧 653,051 814,389 1.5 1.7 124.7
地域 良分輸入額 (百万円) 構成比 (%) 対前年比 (%)平成15年 平成16年 平成15年 平成16年 平成16年
総 計 44,362,023 49,216,636 100.0 100.0 110.9
食 料 品 5,104,575 5,302,155. ll.5 10.8 103.9
繊 維 原 料 88,705 84,302 0.2 0.2 95.0
金 属 原 料 1,030,832 1,340,118 2.3 2.7 130.0
そ の 他 の 原 材 料 1,538,975 1,654,505 3.5 3.4 107.5
鉱 物 性 燃 料 9,349,924 10,670,590 21.1 21.7 114.1
化 学 品 3,458,279 3,816,181 7.8 7.8 110.3
機 械 機 器 13,973,582 15,393,988 31.5 31.3 110.2
繊 維 製 品 2,818,870 2,931,639 6.4 6.0 104.0
金 属 品 1,915,869 2,530,165 4.3 5.1 132.1
そ の 他 の 製 品 4,322,783 4,595,813 9.7 9.3 106.3






アンケート実施年区分 平成17年3月31日現在p 平成16年3月31日現在 平成15年7月31日現在実 数 対前年比 (%) 実 数 対前年比 (%) 実 数




実 数 構成比 (%) 実 数 構成比 (%)
1-9人 ll (7) 6.9 12 (8) 7.7
10-29人 14 (7) 8.8 12 (4) 7.7
30-49人 19 (15) ll.9 19 (16) 12.3
50-99人 19 (9) ll.9 26 (12) 16.8
100-299人 57_(37) 35.6 51 (34) 32.9
300人～ 40 (23) 25.0 34 (20) 21.9
従業員規模不明 0(0) 0.0 1 (0) 0.6
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(3)地域別進出状況
進出目的進出地域 製造 販売 サービス及び運輸通信 建設及びその他 業種不明 合 計H17H16増減 H17H16増減 H17H16増減 -H17H16増減 H17H16増減 H17H16増減
アジ 中 国 127 108 19 26 20 6 6 7 -1 22 18 4 00 0 181 153 28
(73)(65) r引 (12)(ll) (1) (5) (6)(-1)(13)(14)(-1) (0) (0) (0)(103)(96) (7)
韓 国 8 10 -2 2 2 01 1 02 1 1 00013 14 -1(1) (3)(-2) (2) (2) (0) (.1) (1) (0) (0) (1) (-1) (0) (0) (0) (4) (7)(-3)
台 湾 14 13 1 2 3 -1 00_01 1 000017 17 0
(4) (3) (1) (1) (0) (1) (0) (0) (0) (1) (1) (0) (0) (0) (0) (6) (4) (2)
シンガポール 12 ll 1 7 8 _1 0003 3 000022 22 0
(0) (0) (0) (1) (0) (1) (0) (0) (0) (0) (2)(-2) (0) (0) (0) (1) (2)(-1)
ベトナム 5 4 1 0000000000005 4 1
(3) (2) (1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (3) (2) (1)
タ イ 30 29 1 3 2 1 1 01 1 1 0 35 32 3
(13)(13) (0) (2) (1) ･(1) (0) (0) (0) (1) (1) (0) (0) (0) (0)(16)(15) (1)
その他 39 37 2 1 1 01 1 02 2 000043 41 2
のアジア (6) (9)(-3) (0) (0) (0) (1) (1) (0) (1) (2)(-1) (0) (0) (0) (8)(12)(-4)
(小計) 235 212 23 41 36 5 9 9 031 26 5 00 0 316 283 33
(100)(95) (5)(18)(14) (4) (7) (8)(-1)(16)(21) (-5) (0) (0) (0)(141)(138) (3)
北 米 31 29 2 19 17 2 3 2 1 7 ll -4 00060 59 1
(4) (3) (1) (9) (8) (1) (0) (0) (0) (3) (4)(-1) (0) (0) (0)(16)(15) (1)
西ヨ-ロツパ 15 14 1 15 12 3 3 2 1 2 3 -1 00035 31 4
(2) (3) (-1) (5) (1) (4) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (7) (4) (3)
CⅠS.中欧.東欧 1 01 1 1 03 3 00000005 4 1
(0) (0) (0) (0) (0) (0) (3) (3) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (3) (3) (0)
大 洋 州 1 2 -1 1 1 02 2 00000004 5 _1
(0) (0) (0) (0) (0) (0)■(2) (2) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (2) (2) (0)
中 東南 米アフリカ 2 2 000ー00001 1 00003 3 0
(0) (1) (-1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (1) (-1) (0) (0) (0) (0) (2)(-2)
3 3 00000･002 2 00005 5 0
(1) (1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)0 (0) (1) (1) (0)
00 00 00
(0) (0) (0) (0).(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)
合 計 288 262 26 77 67 10 20 18 2 43 43 0 428 390 38
進出日的進出地域 製造 販売 サービス及び運桐信 建設及びその他 業種不明 合 計H17H16増減 H17H16増減 H17H16増減 H17H16増減 H17H16増減 H17H16増減
中 国 127 108 19 26 20 6 6 7 -1 22 18 4 00 0 181 153 28
(73)(65) (8)(12)(ll) (1) (5) (6)(-1)(13)(14)(-1) (0) (0) (0)(103)(96) (7)
韓 国 8 10 -2 2 2 01 1 02 1 1 00013 14 _1
(1) (3)(-2) (2)･(2) (0) (1) (1) (0) (0) (1) (-1) (0) (0) (0) (4) (7)(-3)
ロ シ ア 0001 1 03 3 00000004 4 0
(0) (0) (0) (0) (0) (0) (3) (3) (0) (0) (0) (0) (0),(0) (0) (3) (3) (0)
北 朝 鮮 000000000000000000
(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)
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(5)海外事業所の進出理由
進 出 理 由






























































































































はり北九州地方から釜山を経て､さらにソウル･開城 ･平壌 ･元山･豆満江 ･ウラジオストッ


































モデル｣[金 泳鍋 ｢東北亜経済圏の展望｣<財 ･産業研究所 『束アジア地域協力に関する調
査研究』 《平成3年6月》>p.217-219参照])､(ロ)北東アジアにおける多国間貿易が相互補
完性を発揮し得るという意味での国際分業構造上の地域的補完性 (いわゆる ｢多角化の経済｣













































































































































な国際港湾 (｢中枢国際港湾｣[東京湾の4港<東京 ･横浜 ･千葉 ･川崎>､伊勢湾の2港<名
古屋 ･四日市>､大阪湾の2港<神戸 ･大阪>北部九州の2港<関門 《下関･北九州》 ･博多
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港 名 航 路 取扱量 前年比
伏木富山 韓 国 34,749 5.3




金 沢 韓 国 17,709 2.4
･計 17,709 2.4
敦 賀 韓 国 7,515 8.6
中 国 4,568 △ 32.1
計 12,083 △ 11.5
琴 鶴 韓 国 3,356 △ 4.0
中 国 3,334 212.8
TSCS 0 -
計 6,690 40.6
浜 田 韓 国 2,453 16.3
計 2,453 16.3
下 関 韓 国 44,227 △ 9.7
中 国 24,388 47.1
計 68,615 4.6
北 九′州 韓 国 68,986 5.5
中 国 161,357 △ 0.2
そ の 他 176,908 6.9




伏木富山 金 沢 敦 賀 舞 鶴 浜 田 下 関 北九州
中 国 週 2便 週 1便 週 1便 週 1便 週 2便 (フェリー)1 月80便








20bo年 2001年 2002年 2003年 2004年 前年比
釜山航路PusanContainerRoute 輸 出EXport 7,177 8,660 10,864 ll,092 13,839 124.8
輸 入Ⅰmport 26,085 29,100 31,612 33,899 35,811 105.6
-合 計Total 33,262 37,760 42,476. 44,991 49,650 110.4
中国航路ChinaContainerRoute 輸 出EXport 620 808 1,300 1,643 2,253 137.1
_輸 入Ⅰmport 13,119 14,429 17,125 -19,798 26,166 132.2
合 計Total 13,739 15,237 18,425 21,441 28,419 132.5
東南アジア航路SoutheastAsiaCnainerRoute 輸 出EXport 1,735 2,375 3,026 2,737 2,977 108.8
輸 入Ⅰmport 7,073 7,918 8,286 8,952 10,133 113.2
合 計Total 8,8b8 10,291 ll,312 ll,689 13,110 112.2
北東アジア航路NortheastContainerRoute 輸 出EXport 29~ -3
輸 入Ⅰmport _19 7
合 計Total 48 10







Ⅳ.日本海 ･東海BRICs分業と ｢北陸 ･新潟経済圏｣の課題


































































































































人口 域内総生産 域内総生産 生産額
就業者一人当たり 人口一当たり 域外市場産業 域内市場産業
東京都市雇用圏 +0.8%+10.7%+29.0% +9.9%+1442ll6530 +12.2%ll9+06△6△ 483 十10.2%+51△4763△ 2
政令指定都市の都市雇用圏 △6.6% +6.9%+28.6%
県庁所在地の都市雇用圏 (政令指定都市以外)△14.3% △3.2%64 +23.8%2510万人以上 用圏 (県庁所在地 62








都 道 府 県 別






















































































































































































































































































































































































































































･エンジニアリング事業は､管工事､電気工事等のシステム設計 ･施工計画 ･施工管理 ･施工
などが中心である｡
･リビングサービス事業は､(イ)保守点検 ･アフターサービスなどの ｢アフターメンテナンス｣､
(ロ)戸建住宅リフォー ム ･賃貸住宅定期メンテナンスなどの ｢住宅リフォー ム｣､(八)クロス
洗浄などの ｢ハウスクリー ニング｣-などの三分野からなっている｡
･ビジネスサポー ト事業は､(イ)金型 (設計 ･製作) ･プラスチック成形などの ｢プロダクト
















































































(注2)｢J-Moss｣とは､2006年3月に改正された ｢資源有効利用促進法｣に拠る ｢電気 ･電子機器
の特定の化学物質の含有表示方法｣を指す｡
(注3)同社製品の対EC向け輸出における ｢6物質｣対応は､生産国である日本の ｢J-Moss｣の他






















年航路名 1993 1998 2002 2003 2004 2005 2006 02-06の年平均増減率
釜山 由由 4,451 ll,263 31,388 33,514(106.8) 36,958(110.3) 39,279(106.3) 40,193(12.3) +6.4
輸入 4,890 1?,175 32,065 34,525(107.7) 36,683(10.3) 39,103(106.6) 40,045(12.) +5.8
合計 9,371 -23,438 63,453 68,039(107.2) 73,641(108.2) 78,382(106.4) 80,238(1 .4) +6.1
中国 輸担 7,748 16,838 19,143(13.7) 24,224(126.5) 29,646(122.) 32,514(109.7) +18.1
輸( 7,882 17,145 19,804(15.5) 26,243(13.5) 30,464(116.1) 33,243(109.1). +18.3
合計 15,630 33,983 38,947(114.6) 50,467(129.) 60,110(119.) 65,757(109.4) +18.I:
莱南アジ 輸出 2,488 10,344 8,526 9,058(106.2) 10,223(1,9) 9,472(?.) 8,903(94.) +1.5
輸入 2,609 9,255 8,339 8,993(107.8) 10,159(13.0) 9,520(3.7) 9,000-(4.5) +2.3
合計 5,097 19,599 16,865 18,051(07.0) 20,382(112.9) 18,992(93.2) 17,903(94.3) +1.9
外質A口計 輸出 8,023 29,355 56,752 61,715(108.7) 71,405(15.7) 78,397(109.8) 81,610(104.) +9.6
輸入 8,154 29,312 57,549 63,322(110.0) 13,085(15.4) 79,087(108.2) 82,288(104.0) +9.4










































輸入量 42,162トン 64,132トン 151,528トン
取扱港湾別シェア 100.0% 100.0% 100.0%
新潟港 31.1% 55.0% 72.4%
直江津港 - 9.4% 2.8%
京浜港 59.8% 30.8% 20.9%
(出所)国土交通省港湾局 『輸出入コンテナ貨物流動調査 (調査期間 :2003年10月1日～10月
31日)』
･また､新潟県を生産地とする外貿コンテナ貨物の取扱港別推移は下表の通りである｡
1993年 l 1998年 ~ 2003年
輸出量 42,211トン 45,859トン 68,321トン
取扱港湾別シェア 100.0% 100.0% 100.0%
新潟港 10.5% 23.1% 29.9%
直江津港 - 7.5% 9.9%






航 路 全体 釜山航路 中国航路 東南アジア航路
品 目全 体 100.0% 48i9% 38.2% 13.0%
雑工業品 49.8% 16.1% 26.1% 7.6%
軽工業品 14.0% 9.8% 3.3% 0.9%
金属機械工業品 15.6% 8.2% 4.4% 3.0%
特 殊 品 5.1% 5.1% - -





航 路 全体 釜山航路 東南アジア航路 中国航路
品 目全 体 100.0% 69.5% 17.2% 13.3%
雑工業品 1.6% - 1.6% -
軽工業品 - - - -
金属機械工業品 16.6% 10.6% 4.0% 2.0%
特 殊 品 37.1% 130.5% - 6.6%

























































新潟港の ｢コンテナ取扱量｣と ｢突入コンテナ取扱量｣(単位 ;TEU)
年航路名 2002年 2006年コンテナ取扱量* 実入り,コンテナ取扱量 コンテナ取扱量* 実入りコンテナ取扱量
釜山 輸出 31,388 10,864 40,193 16,260
･輸入 32,065 31,612 40,045 38,692
合計 63,453 42,474 80,238 54,952
中国 輸出 16,838 1,300 32,514 4,792
輸入 17,145 17,125 33,243 33,235
合計 33,983 18,425 65,757 38,027
東南アジ 輸出 8,526 3,026 8,903 3,850
輸入 8,339 8,286 9,000 8,941
合計 16865 ll312 17 12791
Ar=I計 輸出 56,752 15,190 81,610 24,902








































港地及び寄港日 (新潟からの標準日数)は､以下の通りである｡新潟 (火)一小樽 (木)一




らの標準日数)は､新潟 (水)-富山 (木)一金沢 (金)一境港 (土)一上海 (水)-育
島 (金)一大連 (土)- (新潟)であり､やはり日本海を巡航している｡ 運航船舶は､
LEOISLAND(500TEU)及びVIRGOISLAND(500TEU)であり､代理店は同じ
くリンコ-である｡ 最後は､配船日を月曜日とする週1便航路であり､船杜はやはり神原
汽船である｡同じく寄港地 ･寄港日 (新潟からの標準日数)は､新潟 (月)一小樽 (水)一





(金一土)一苫小牧 (日)一八戸 (月)一函館 (火)一釜山 (金)一光陽 (土)一大達













































































































































































cf.A大学 [新潟経営大学 ] ;経営戦略上のコーディネーター機能発揮
B大学 [ ] ;製造上のコーディネーター機能発揮








































②新潟経営大学 ･学内共同研究 [2005年度] 『国際ビジネス教育と新潟経営大学- ｢国際ビ
ジネス学科｣構想を巡って-』 [2006年3月] [C]参照
③姥名保彦 『少子高齢化 ･アジア地域統合時代の経済政策- ｢持続可能な成長｣を求めて-』
[2007年4月､明石書店刊]参照
5.販売 ･流通 ･物流戦略
*関連研究 ;
①物流戦略 :本研究参照参照
6.新潟県中越企業のボーダレス･ビジネスモデル
(1)ボーダレス･ビジネスモデル
*関連研究 ;
①ボーダレス経営研究会編 『中越企業の中国 ･アジア市場開拓研究一地域国際ブランド戦略
の課題-』[2005年 1月][補諭Ⅱ]参照
(2)中国 ･アジア市場獲得と人材育成
*関連資料 ;
① [A]参照
② [C]参照
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〔参考〕
｢東アジア共同体｣について
[参考] ｢東アジア共同体｣について
ThereisaremarkableemergenceofapossibilityoftheEastAsianComunity.
Concemingtothisissues,therearefivestrategicregionalcooperationsaim-
ingforthebuildingoftheEastAsianCommunity.Firstoneisthecooperation
aimingfortheformationoftheEastAsianPTA(FreeTradeAgreement)/EPA(Econo
一micPartnershipAgreement)(*1).Secondoneisthecooperationaimingforthe
formationoftheAsianComonCurrencySystem(*2).Thirdoneisthecooperation
aimingfortheformationoftheAsianGreenSpace(*3).Forthoneisthecoopera-
tionaimingfortheformationoftheAsianErasmusPlan(*4).Lastoneisthec0-
0perationaimingfortheformationoftheAsianEnergySystem(*5).
(*1)ItisreportedthatJapaneseMinistryofEconomy,Tradeandlndustrypro-
posedadesignoftheEastAsianEPA/FTA,onApril7th2006,whichwillbe
consistedof16Asiancountries(ASEAN10+3[Japan･Korea･China]+3[India･
Australia･Newzealand])andwillbeagreedtostartuntil2010(RefertoAsahi
ShinbunApril8th,2006).Itisthoughtthattheproposalofthisdesignby
JapaneseGovernmentowestothreereasons.
FirstreasonisJapaneseeconomicinterestaimingtoaquiretheAsian
marketincreasingsteeplyinresentyears.Forinstancetheshareofthe
amountofJapaneseFDI(ForeignDirectlnvestment)towardASEANIO･Chlna･Korea
inthetotalamountofJapaneseFDIincreasedfroml1%in1999to26%in
2004,theshareoftheamountofJapaneseexporttowardASEANIO･China･Korea
inthetotalamountofJapaneseexportincreasedfrom36%in1999to47%in
2004andtheshareoftheamountofJapaneseimportfromASEANIO･China･
KoreainthetotalamountofJapaneseimportincreasedfrom39%in1999to
44%in2004(RefertoAsahiShinbun｢EastAsianEPA｣[AsahiShinbunApril
21st,2006]).Moreover,ifwetakeaccountofthecaseof16ountries(ASEAN
IO+3[Japan･Korea･China)+3[India･Australia･Newzealand]),theamountofthe
tradebetweenJapanand15Countries(ASEANIO･Korea･Chian･India･Australia･
Newzealand)isequivalenttoabout¥50trillionsharingofabout40%ofthe
amountofJapanesetradeintheaggregate,andtheamountofGDPof16
Countries(15countriesmentionedabove+Japan)intheaggregateisequiva-
1enttoabout$9trilliondollarbeingnearto$12-13trilliondollarof
NAFTAandEU(AsahiShinbunAugust2nd,2006).
SecondoneistheavoidanceoftheconfusionoftradesystemduetoPTA.
Aswellknown,FTAdependsonbilateralbase.Then,asnegotiationsofFTAs
byeachcountrieshaveadvanced,itisinevitablethatAsiantradesystem
hasdroppedintradeconfusion.Wecallsuchakindofconfusionowingto
bilateralPTA(thenumberofFTAwhichhavebeenconcludedandhavealready
takeneffectafter1997are25,andthenumberofPTAwhicharegoingtobe
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negotiatedyetandareproposednewlyare36[RefertoTohikoKuroda｢Dose
theunificationofAsianeconomyadvance?｣[NihonkeizaiShinbunFebruary
llth,2006])as"cupNoodlesEffect"(RefertoRichardEdward/Baldwin｢East
AsianEconomicUnity-1tneedsnewtradesystemtoavoidetradeconfusion
-｣[NihonkeizaiShinbunMarch13th,2006]).Toavoidesuchakindoftrade
confusion,EastAsiancountriesneedtoshiftfromoldFTAbeingnegotiated
onthebilateralbasenamelyonthe"Line"basetonewPTAbeingnegotiated
onthemultilateralbasenamelyonthe"Space"base.
Thirdoneispolitical.JapanesedesignsuggeststhatJapanesegovernment
isgoingtoeagerintakingofainitiativeforthebuildingofthe"East
AsianComunity〃.
(Bytheway,Weshouldtakenotetwoissuescocerningtoadesignofthe
EastAsianEPA/FTA.Firstissuesisthepointsthatthereisadifference
betweenEPAandFTA.Aswellknown,EPAwhichisproposedbyJapanese
governmentincludesnotonlythedetectionoftariffratiobutalsothe
advancementofFDI[ForeignDirectlnvestment]andtheguaranteeofIP[Inter-
ectualProperty]etc.SecondissuesisthefactthatEPAnegotiation
betweenJapanandASEANhasalreadybegunonApril13th2005aimingto
agreetillMarch2007alongthe"PlanofEPANetworks"puttingtheimport
-anceontheEPAbetweenJapanandASEANasthehubofEastAsianEPA[Re-
fertoNihonkeizaiShinbunApril14th,2005.)
(*2)ItisreportedthatfinancialmistersofASEAN+3(Japan･Korea･China)havea
greedtostudya〟AsianCommonCurencyUnit〃beingexpectedtocombineto
"AsianCommonCurencySystem"onMay4th2006(RefertoAsahiShinbunMay
5th,2006).
Relatedtothisissue,itisnoticeablethattherearesomeadvancesin
fieldsoffinancialandinvestmentcooperationsincluding(a)thedevelop一
mentofthe"Chiengmailnitiative',(b)adesignofthecreationofAMF
(AsianManetaryFund)and(C)adesignofthecreationof"AsianBondMarket.
"Amongthesecooperationsrangingfrom(a)to(C),weshouldnoticethede
-velopmentofthe"chiengmaiInitiative"whichhasalreadybeendeployedas
EastAsiancurrencyswapsystemonthebaseofbilateralagreementbetween
EastAsiancountries(refertobellowChart)owingtothemeetingatChieng
-ma主inThailandonMay2000beingheldonthepurposetoavoldethe
viciousaffectionfromthecurrencycrisisattackingEastAsiancountries
in1998.BecauseitisreportedthatfinacialministersofASEAN+3(Japan･
Korea･China)haveagreedtocooperateintheformationofnewframworkof
the"ChiengmaiInitiative"whichisintendedtodevelopfromthebilateral
basetomaltilateralbaseincludingadesignofthecreationofAMF(Asian
MonetaryFund)(refertobellowChart)Onthebackgroundofapossibility
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ofsteep"dollarsliding"innearfuture,too(refertoNihonkeizaiShinbun
May5th,2006andAsahiShinbunMayllth,2006).
Adesignofnew"Chiengmailnitiative"
[The"ChiengmaiInitiative"inpresent]
｢
6billionUSdollar
√-.-.-
← ｢
8billonUSdollar
- Y
8billonUSdollar
6.5billionUSdollartoASEAN4
20bvillionUSdollartoASEAN5
ASEAN10
10billionUSdollartoASEAN4
)
2billionUSdollartoeachcountriesinASEAN10
(source;AsahiShinbunNovember30th,2005)
[Adesignofnew"ChiengmaiInitiative"]
< >
A`sianMonTaryFund)
ASEAN10
(*3)AccordingtoKiyotoMechanism,therearethreekindsofinternationalcoope
Tationrelatedtothedeductionofairpollutionowingtoenergyconsump-
tion.FirstoneisCleanDevelopmentMechnism(CDM).SecondoneisJoint
lmplementation(JI).LastoneisEmissionsTrading(ET).Thenthereare
substantiallythreekindsofcooperationintheframeworkofKiyotoMecha-
nism.(Genarallysaying,thesethreekindsofcooperationarecalledas
"Haisyutu-kenTorihiki"inJapan.)
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BsidesCDM/JIprojectswhichareapprovedbyJapanesegovernmenttillon
February2005,thereareseveralcasesconcerningtoCDM.Forinstance,as
inChinesecases,JapaneseenterprisesnamelyNikki,Marubeni,Shinnittetu,
MitubishiSyoji,andMituiBussanetchaveaquieredCOM.
Moreover,bュsideKiyotoMechanism,thereisanotherinternationalcoopera
-tionnamelyAsia-PacificPartnershiprel.atedtoCleanDevelopmentand
ClimatewhichareconsistedofsixcountriesinAsia-Pacificregionnamely
UnitedStates,Japan,China,India,KoreaandAustralia.Thiscooperation
islea°edbyUnitedStatesfromviewpointsnotonlyofenergy･environ一
mentalproblemsbutalsoofsecurityproblem.Becausethereisafamiliar
relationshipbetweenenergyproblemespeciallyenergyprocurementproblem
andsecurityprobleminAsian-Pacificregion.Itisreportedthatthisco-
operationhasdecidedadesignofdeductionofairpollutionineight
fieldsonJanuary12th2006(RefertoNhonkeizaiShinbunJanuary12th,200
6).
Relatedtothisissues,itshouldbestressedthattherearetworegional
approachsinEUandAsiancountries.AtfirstwewillintroduceEUapproach
becauseEUenvironmentalpolicieshavedecisiveeffectnotonlyonthe
managementofenterprisesinEuropeancountriesbutalsoonthemanagement
ofenterprisesespeciallyglobalenterprisesintheworld.Firstoneof
environmentalpoliciesinEUisWEREwhichordersrecycleofalmost
electrics& electronicsresultedintheburdenofthecostofrecycleon
exportersofthesemanufacturestoEUandforeignmanufacturesconcerning
tothesemanufacturesinEU.SelcondoneisRoHSwhichprohibits6kindsof
toxicchemicalsubstances.ThirdoneisEUPorderwhichrequiresadesign
ofenergysavingmanufacturesandanassessmentofzero-CO2･SO2emission
manufactures.(RefertoAsahiShinbun｢Decreaseofenvironmentalburdenin
themanagementofforeigntradeandforeigninvestmentaskeyfactor｣
[July29th,2006]).secondlyitshouldbepointedoutthatthereisanother
approachinAsiancountries.ConcerningtoChina,Chinesegovernment has
decidededonMarch3rd2006thattheamountofenergyconsumptionperGDP
shouldbedecreased20%in2010comparingtotheratioofitin2005and
thattotalamountofemissionshouldbedecreasedlo瑞from2005to2010
accordingtonewEleventhFiveYearPlan(RefertoAsahiShinbunMarch
6th,2006andtoToyokeizaiApril22nd,2006[p.109]).ASEANcountriesare
goingtopromortmorestrictplanofthedeductionofairpollusionespe-
ciallyautomobileexhaustgasfrom2006(RefertoNihonkeizaiShinbun
February2nd,2006).
Stillmore,concerningtotheissuesoftheformationoftheAsianGreen
Space,secondlyitshouldbestressedthatthe王･eisanothe工･important
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themewhichshouldbestudiedbesidethethemerelatedtotherelationship
betweenairpollutionandenergyconsumption.Thatthemeisrelatedtothe
recycleofresourcesandgoodsihEastAsia.Concerningtothistheme,
regionallogisticsystemof "venousEconomy"inEastAsiashouldbeespe-
ciallystudied(RefertoprofessorEishiHosoda｢ItneedstobuiltEast
AsianVenousLogisticSystem｣[NihonkeizaiShinbunAugust19th,2004]).
(*4)JapaneseMinistryofEconomy,TradeandIndustryhasproposedadesignof"
HumanResourcesUpbringing"inAsia(RefertoMinistryofEconomy,Trade
andlndustry『whitePaperonInternationalEconomyandTrade』[2005]p.311
-314).Relatedtothisissues,therearethreepointswhichshouldberefer
-red.
Firstly,professorKe主Amagoinsiststhatitineedstopreparecomoncur-
riculumsinprofessionaleducation(forinstanceenergy,environment,regio-
nalregeneration,buildingofpeace,cultureandinformationetc)inEast
Asiaundertheintentiontoformthe"AsianErasumusPlan"(RefertoAsahi
shinbunFebruary15th,2006).
Secondly,Mr.KinTanaka,Prof.JiturouTerajimaandProf.Takashi
ShiraishlmakegeneralproposalconsistilgOf(a)hummanresourcesupbrin一
ging,(b)education,(C)research-whichhavefamiliarrelationshipwiththe
buildingoftheEastAsianComunity.Namely,concerningto(a)human
resourcesupbringing,itisneededtoformthesystemofhummanresources
upbringingrelatedto"functionalcooperation"-namelyregionalcoopera-
tionsineachfields-.Concerningto(b)education,itisneededtoeducate
forfuturegenerationfromtheviewpointofthebuildingofEastAsian
commonidentity.Concerningto(C)research,itisneededtostudybasic
themescontributingtothebuildingoftheEastAsianCommunity-namely
energy,environmentandsecurityetc-whichwillbeexpectedtobeadvanced
bytheleadershipespeciallybyJapaneseleadership.(RefertoMr.Kin
Tanaka,Prof.JiturouTerajimaandProf.TakashiShiraishi ｢Japanshould
advancetowardtheEastAsianCommunitywithself-confidence｣[Toyokeizai
May6th2006]p.124-131.)
Thirdly,thereisaeducationinJapaneseuniversitywhichputstheimport
-anceonethicalthemesespecialyinthefieldofbusinesseducation-
namely,(a)symbiosiseducationtoco･existwithpeoplesinneighbouring
countries,(b)businessethicseducationintheageofglobalization,(C)
1anguageeducationforthecomunicationwithforeignerswhohavediversity
oflife,cultureandidentity-topromotethecomoneducationinAsiain
whichitneedstosynthesizethecontradictionalrelationshipbetweenthe
marketmechanizmandtheethics(RefertoYasuhikoEbina｢Asutdyofthe
reformof●university-the "GlobalBusinessEducation"intheageofthe
-107-
EastAsianCommunity-くDiscussionPaper〉｣[NiigataUniversityofManagement
･cooperatestudyく2006〉･Fgroup『Astudyofglobalbusinesseducationunder
thepossibilityofEastAsianunification-focussingon･theeducationof
CSR- 』くtentative〉]p.8-27).
(Bytheway,EUhasanothertwocommoneducationsystemsbesidesErasumus
Planwhichaimsto"enhancethequalityandreinforcetheEuropeandimen-
sionofhighereducationbyencouragingtransnationalcooperation"[Refer
toURLof"SOCRATES-ERASMUS"].OneisCollegeofEuropeWhichwasbuildin
1949aimingtoeducateEUbureaucratsespeciallyhigh-rankingofficials
[RefertoNihonkeizaiShinbunMay15th,2005].Anotheroneisaplanto
buildEuropeanCollegeofTechnologyWhichaimstopromotethedevelopment
ofmostadvancedhigh-technologyinEU[RefertoNihonkeizaiShinbun
February25th,2006].
(*5)Therearesomeissuesintheenergycooperationconsistingof(a)theoil
stockinAsia,(b)themaintenanceofenergymarketinconditionsofthe
competitivenessandthetranspearency,(C)theexpansionofthedevelopment
andtheutilizationofnewenergyandrecyclableenergyasalternative
energyresourcestofossilefuels,(d)thesecurityofenergyprocurement
and(e)adesignoftheconstructionofthe"SustainableEnergyProcurement
SystemintheMiddleEast".
(RefertoYasuhikoEblna｢AdesignoftheAsiancomonenergystrategy-Howcan
wesolvea"tripledilema"amongeconomicgrowth,energyconsumptionandenvi
TrOnmentalsafeguardinAsia?-｣[JournalofNiigataUniversityofManagement
くNo.13〉.p.33-63.)
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